
地域交通をめぐる
国と全国の⾃治体の最新情勢

活⼒ある地⽅を創る⾸⻑の会 事務総⻑代理
(⼀社)全国⾃治体ライドシェア連絡協議会 事務局⻑

池上明⼦

令和6年6⽉18⽇（⽕）14:00〜
静岡県地域公共交通活性化協議会
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配付⽤



① 振り返り
② 現⾏法下で⾏われた運⽤改正
③ 今後の展望
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① 振り返り
• フェーズ1（過去）：
令和5年8⽉〜12⽉までの活動（緊急⾸⻑アンケート・政策提⾔等）

• フェーズ2（現在）：
令和5年12⽉20⽇公表「政府⽅針」に係る分析
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（問1）地域公共交通サービスについて、「住⺠･観光客等」
  は満⾜していると感じますか。

（問2）国は、⾃治体の現状に即した「ライドシェア」の
           条件変更や規制緩和を⾏うべきだと考えますか。

活⼒ある地⽅を創る⾸⻑の会

緊急⾸⻑アンケート 2023年9⽉
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【過去】令和5年8⽉〜12⽉までの活動 ※過去のアンケートであるため⼆次利⽤厳禁



全国 知事・市区町村⻑ 119⼈回答
地域公共交通サービスの現状 「ﾗｲﾄﾞｼｪｱ」条件変更・規制緩和は

「活⼒ある地⽅を創る⾸⻑の会」実施期間2023年9⽉3⽇〜9⽇
令和5年11⽉6⽇内閣府規制改⾰推進会議提出（資料1−4）改 5

【過去】令和5年8⽉〜12⽉までの活動 ※過去のアンケートであるため⼆次利⽤厳禁



活⼒ある地⽅を創る⾸⻑の会

緊急⾸⻑アンケート 2023年11⽉

＼全国の
⾸⻑／第２弾

（問1）現⾏制度（⾃家⽤有償旅客運送）で、住⺠・観光客
  の「移動の⾜」に係る困り事は解決しましたか。

（問2）地域公共交通会議等の設置⼜は協議を調えることに
  ついて、困難を感じることはありますか。
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【過去】令和5年8⽉〜12⽉までの活動 ※過去のアンケートであるため⼆次利⽤厳禁



7

【過去】令和5年8⽉〜12⽉までの活動 ※過去のアンケートであるため⼆次利⽤厳禁



※コロナ前と⽐べて、タクシー運転⼿は20.4％減
（約6万⼈減少）全国ハイヤー・タクシー連合会調査

タクシー不⾜
（20.4％減少）

●タクシー
（営業⽤⾃動⾞・緑ナンバー）

・個⼈タクシー過疎地営業
・75歳から80歳に引き上げ
・⼥性運転⼿の増加策（予定）
・他の営業所から応援（予定） 等

法78条2号
「⾃家⽤有償旅客
運送制度」

・対価引き上げ(タクシー
運賃1/2から8割へ)
・事業者協⼒型⾃家⽤有償
の協⼒類型の追加
・配⾞アプリ導⼊促進
（いずれも予定）

法78条3号
「公共の福祉」
許可

・レッカー⾞
・幼稚園バス
・訪問介護員の要介

護者輸送 等

●⾃家⽤⾃動⾞（⽩ナンバー）

タクシー運転⼿減少分
＋

地域・時期・時間の交通空⽩分
⾃家⽤⾃動⾞（⽩ナンバー）で
⾄急、補う必要がある。

令和5年11⽉13⽇
内閣府規制改⾰推進会議WG提出資料_改 8

【過去】令和5年8⽉〜12⽉までの活動 ※過去の資料であるため⼆次利⽤厳禁



（参考）3号許可事例

出典：国⼟交通省物流・⾃動⾞局「⾃家⽤⾃動⾞による有償運送について」（令和5年11⽉13⽇内閣府規制改⾰推進会議WG提出資料） 9
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⾸⻑の会政策のポイント（まとめ）
Ø  2号・3号合わせ技
Ø タクシー会社等既存事業者との共存共栄
Ø 安⼼・安全
具体的には次のとおり。⾸⻑の会が提⾔していた内容は全て採⽤されている。

(1) 現⾏制度では地域の移動の⾜問題を解決できないことが、国において正式
に認められた（エビデンスに基づく政策提⾔）。

(2) その上で、地域の⾃家⽤⾞や⼀般ドライバーを活かしたライドシェア事業
    （3号に基づく制度創設）が令和6年4⽉から開始されることとなった。

(3) さらに、従来の⾃家⽤有償旅客運送制度（2号）は、令和5年内から使い易い
      制度へ⼤幅に改善していくことが明⾔された。

※特に、地域公共交通会議等において⼀定の期間内に結論が出ない場合には
     ⾸⻑の判断が可能となる制度改訂は画期的

【現在】令和5年12⽉20⽇公表「政府⽅針」分析
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⾸⻑の会の政策提⾔(10/17,11/13) 政府⽅針(12/20公表)

②

②

③

①

①

①

③

「⾸⻑の会」の声が政府⽅針へ（R5.12.20デジタル⾏財政改⾰会議）
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⾸⻑アンケート(11/26,12/13公表) 政府⽅針(12/20公表)

※「地域公共交通会議等」における調整困難な実態の改善案
➡「⼀定期間内に結論が出ない場合には⾸⻑が判断できるよう」⾒直すことが明⽰される。

「地域の⾸⻑のリーダーシップの下で」地域公共交通制度を
⾒直すことが可能に
• 従来の⾃家⽤有償旅客運送制度（道路運送法第78条第2号）について、移動の⾜の確保に係
る地⽅⾃治体の責務に照らして様々な障害があるとの地域の声を踏まえ、2023年内から使
い易い制度へ⼤幅に改善していく。

「デジタル行財政改革中間とりまとめ（案）」（令和5年12月20日、第3回デジタル行財政改革会議、資料15）5頁
https://www.cas.go.jp/jp/seisaku/digital_gyozaikaikaku/kaigi3/kaigi3_siryou15.pdf
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https://www.cas.go.jp/jp/seisaku/digital_gyozaikaikaku/kaigi3/kaigi3_siryou15.pdf
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令和6年
4⽉通達発
出済み

令和5年末
通達発出
済み
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• 3号（道路運送法第78条第3号）
• 2号（道路運送法第78条第2号）
• 許可登録不要（道路運送法の許
可⼜は登録を要しない運送）
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• 3号（道路運送法第78条第3号）
• 2号（道路運送法第78条第2号）
• 許可登録不要（道路運送法の許
可⼜は登録を要しない運送）
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19出典：国交省講演資料（令和6年5⽉16⽇活⼒ある地⽅を創る⾸⻑の会意⾒交換会：鶴⽥物流・⾃動⾞局⻑、浅井旅客課⻑）



出典：国交省講演資料（令和6年5⽉16⽇活⼒ある地⽅を創る⾸⻑の会意⾒交換会：鶴⽥物流・⾃動⾞局⻑、浅井旅客課⻑） 20



出典：国交省講演資料（令和6年5⽉16⽇活⼒ある地⽅を創る⾸⻑の会意⾒交換会：鶴⽥物流・⾃動⾞局⻑、浅井旅客課⻑） 21
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出典：国交省講演資料（令和6年5⽉16⽇活⼒ある地⽅を創る⾸⻑の会意⾒交換会：鶴⽥物流・⾃動⾞局⻑、浅井旅客課⻑） 23



出典：国交省講演資料（令和6年5⽉16⽇活⼒ある地⽅を創る⾸⻑の会意⾒交換会：鶴⽥物流・⾃動⾞局⻑、浅井旅客課⻑） 24



• 3号（道路運送法第78条第3号）
• 2号（道路運送法第78条第2号）
• 許可登録不要（道路運送法の許
可⼜は登録を要しない運送）

25



出典：国交省ホームページ
ガイドライン https://www.mlit.go.jp/jidosha/content/001338101.pdf
イラスト版 https://www.mlit.go.jp/jidosha/content/001322024.pdf 26

https://www.mlit.go.jp/jidosha/content/001338101.pdf
https://www.mlit.go.jp/jidosha/content/001322024.pdf


27
出典：国交省ホームページ

ガイドライン https://www.mlit.go.jp/jidosha/content/001338101.pdf
イラスト版 https://www.mlit.go.jp/jidosha/content/001322024.pdf

https://www.mlit.go.jp/jidosha/content/001338101.pdf
https://www.mlit.go.jp/jidosha/content/001322024.pdf
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⼀般社団法⼈ 全国⾃治体ライドシェア連絡協議会（略称「全⾃連」） 令和6年6⽉12⽇現在

❶住所：東京都千代⽥区霞ヶ関3丁⽬6番14号三久ビル504

❷役員等（予定）：
・共同代表（理事⻑） 鈴⽊康友（静岡県知事）,樋渡啓祐（元武雄市⻑）
・理事 ⻤橋正敏（みどり法律事務所）,本丸達也（リベラ株式会社）
・顧問弁護⼠ ⼭⽥卓（三番町法律事務所）
・顧問 鈴⽊英敬（衆議院議員）,藤井直樹（元国⼟交通事務次官）

❸事務局：
・事務局⻑ 池上明⼦（元デジタル庁参事官補佐）
・事務局⻑代⾏ ⾃治体職員 ※原則リモートワーク

❹⽬的：
公⺠連携及び⾃治体間連携等による地域公共交通の利便性向上及び持続可
能性の確保を図り,もって公共の福祉の増進に寄与することを⽬的とする。

❺業務内容：
・地域公共交通の活性化に関する⾃治体及び交通事業者に対する助⾔⽀援
・所管官庁及び⾃治体,関係機関との総合調整
・地域公共交通に関する調査研究
・地域公共交通の担い⼿の育成
・地域公共交通受託事業者に対する技術的⽀援及び情報共有
・地域公共交通に関する刊⾏物の出版
・地域公共交通に関する講習会,交流会等の実施
・⾃治体ライドシェアの普及啓発及び利⽤促進
・本会の⽬的に適合する学会・団体等への参加協⼒
・その他当法⼈の⽬的を達成するために必要な事業

❻設⽴⽇（法⼈登記）：令和6年4⽉1⽇

❼事務所：令和6年5⽉27⽇開所

議員
会館

官邸

全⾃連

国交省

徒歩9分

徒歩5分

徒歩8分

1分
規制室

29（参考）「全⾃連」事務所が⼊居するビル・所在地



【参考】⼀般社団法⼈全国⾃治体ライドシェア連絡協議会加盟⾃治体 令和6年5⽉21⽇

l 地域公共交通の活性化等を⽬指す「⼀般社団法⼈ 
全国⾃治体ライドシェア連絡協議会」加盟⾃治体数
：119⾃治体（その内、公表可能68⾃治体は地図記載のとおり）

l 勉強会・共同研修等を通じた⾃治体間連携・
エリア展開の検討も開始
（⾚⾊部分）

※⾃治体ライドシェア：道路運送法第78条第2号⾃家⽤有償旅客運送制度の愛称 30



令和6年1⽉
l 制度改正
・夜間等時間空⽩
・株式会社へ委託
・観光地宿泊施設共同
・タクシー「8割」⽬安

令和6年4⽉
l タクシー事業者が⼀

般⼈を雇⽤
l ライドシェア（3号

に基づく制度新設）

l 2号︓道路運送法第78条第2号「⾃家⽤有償旅客運送」登録
l 3号︓同法同条第3号「公共の福祉」許可（レッカー⾞等）

移動の⾜に関する「2つの⽅向性」令和6年3⽉31⽇版

令和6年1⽉        4⽉    6⽉     

「活⼒ある地⽅を創る⾸⻑の会」
令和5年12⽉12⽇内閣府規制改⾰推進会議WG提出資料_改

令和6年春以降
44⾃治体から全国へ

・ダイナミックプライシング
・タクシーとの共同運営
・地域公共交通会議等
で⾸⻑判断可能
・運⾏区域柔軟に

令和6年6⽉まで
l タクシー事業者以外

の者がライドシェア
事業（3号に基づく
制度新設）を⾏うこ
とを位置づける法律
制度について議論

2号（⾃家⽤有償旅客運送）※⾃治体ライドシェア（愛称）

3号（ライドシェア）
※制度新設・現時点ではタク
シー事業者のみが実施可能

※タクシー事業者に雇⽤される
⼀般ドライバー増加（予定）

【⾃治体の実装フェーズ】
※国交省及び内閣府規制改⾰推進室と連携し、
事例作り(実装⾃治体)強化

Point
【3号】は⺠間ライドシェア
【2号】は⾃治体ライドシェア
 という棲み分けが重要︕

31

3号：通達発出【済】

2号：4⽉中に通達発出予定



交通空⽩地に準ずる
エリア
（新しい概念）

※⾃治体ライドシェア：道路運送法第78条第2号⾃家⽤有償旅客運送制度の愛称

タクシー等 【交通空⽩地】
2号
「⾃治体
ライドシェア」

タクシー等 タクシー
優先配⾞

【交通空⽩地】
2号
「⾃治体
ライドシェア」

タクシーと2号の
両⽅が⾛る地域

【提⾔】タクシーとの共同運営の仕組み

• タクシー配⾞困難な地域・時間等を、⾃治体が
2号「⾃治体ライドシェア」で配⾞⽀援

• タクシー会社へ優先配⾞

32

現在 令和６年度中
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【提⾔】タクシーとの共同運営の仕組みを可能にするシステム(国・⾃治体の共同構築)
※⾃治体ライドシェア：道路運送法第78条第2号⾃家⽤有償旅客運送制度の愛称

現在 令和６年度中
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3．全国⾃治体ライドシェア連絡協議会「モビリティ⼈材育成事業」(令和6年6⽉〜)

• 全国⾃治体ライドシェア連絡協議会（参照10-11⾴）では、地域課題の解決に必要な技術・⼿法・知識を⾝に付けた
コーディネーターの育成を⽬指す。特に、地域公共交通の「リ・デザイン」を推進するノウハウの習得に⼒を⼊れる。

• ①〜④全講座の終了者へ「地域公共交通コーディネーター（仮称）」の認定を⾏い、当協議会のホームページで認定
者紹介・交流会のお知らせ等を⾏い、地域課題を抱える⾃治体等とのマッチングにつながる動きを⽀援する。

②データ分析・活用手法
• 移動ビッグデータをもと
に住民の移動需要を分
析

• アンケートによる仮想的
な需要の分析 （公共
サービスの価値を推定
する経済学的手法を活
用）

• 公共交通に対する住民
の評価・需要の分析

③法令通達・地域公共交通のリ・デザ
インに必要な知見

• 法令通達・最新の情勢に
関するセミナー・研究会

• バス路線再編・ダイヤ改正
等地域公共交通のリ・デ
ザインに必要な技術及び
知見

• 全国事例・最新情報

④コーディネート技術

• ステイクホルダーと
の協議手法

• ケーススタディ（成
功事例・失敗事例）

• 地域公共交通会議
等の事例学習

• 共創相手との連携
スキル

• 自治体等の基本情報及
び公共交通機関の状況
等を集約

• 視覚的に分かりやすい
ようマッピング

• 観光動態、各種施設分
布、国勢調査等のデー
タも活用

①現況調査・マッピング手法

35



01

03

02

政策提⾔（要点）

⾼齢者の皆様へ
ありとあらゆる取組を実施

ミュニティ維持、柔軟、弾⼒化、

デジタルを活⽤した客観的
数値に基づく活発な議論へ

36

持続可能な移動の選択肢を増
やし、地域コミュニティを維
持・活性化



37

「⾃治体ライドシェア」政策提⾔（⾻⼦） 令和6年5⽉21⽇

• 「らくらく配⾞アプリ」開発促進等、⾼齢者の皆様を始め、障がいのある⽅々や⼦どもたちも利⽤しやすいサービスへ
• 乗合型2号や許可・登録を要しない運送等含め、持続可能な移動の選択肢を増やす。南砺市・⼩松市から全国へ展開
• 移動した先（例えば、⾼齢者福祉施設等）や地域⽣活に根ざした取組との共創により、まち全体を「リ･デザイン」
• デジタル等新技術を活⽤した現状把握及び2号・3号の効果検証を⾏いながら、新法を始めとする法制度の整備へ

②持続可能な移動の選択肢を増やす
• 乗合型2号(2組以上乗車)で従来の

自治体ライドシェア運賃より安価に
• 法制度の柔軟活用、「許可・登録を

要しない運送」や「*自治体連携型3
号ライドシェア」の事例も創出

• 地域コミュニティ・自治会・小中学
校区単位等で様々な形態の移動
手段を模索・実現

• 南砺市・小松市等でアジャイルに
実証を行いながら、持続可能な移
動パターンを研究・創出

• 本年10月以降、順次全国展開

③共創でまち全体を「リ･デザイン」

• 高齢者福祉施設、障がい者福祉
施設等との連携

• 教育施設、学童保育、塾、習い事
等との連携

• 地域生活に根ざした取組との連携
• 民間事業者から遊休車両やドライ

バーの提供（連携）
• 運行条件や運賃を決めるプロセス

を重視（例：地域公共交通会議等
でワークショップを行う、自治体職
員・地域住民等へコーディネー
ター育成研修実施等）

④デジタルを活用した客観的数値に基
づく活発な議論へ

• デジタルツイン等を活用し、交通
空白地、運行区域、運行計画、
運賃設定、稼働台数等のシミュ
レーションや分析を実施

• 自治体職員や市民等がデータ活
用・分析技術を体得（人材育成）

• これら新技術やDXの利便性・恩
恵を全国各地で享受できるように

• 「らくらく配車アプリ」の開
発促進

• 携帯キャリアと連携し、初期
設定にインストール

• スマホ使い方教室
• 市役所や公民館等に配車用タ

ブレット設置

• コールセンターも併用（アプ
リ利用者は100円引等）

• ユニバーサルサービスとして、
障がいのある人・子どもたち
へも展開・利活用の促進へ

①高齢者向けを始めとした各種取組

＊自治体連携型3号ライドシェア：呼称。
自家用車活用事業のみなし制度の1つ

※⾃治体ライドシェア：道路運送法第78条第2号⾃家⽤有償旅客運送制度の愛称



14：30 「配⾞アプリ」ご紹介（3社）
（各社8分：プレゼン5分・質疑応答3分）

14：55 全体質問
15：10 意⾒交換会【⾸⻑及び⾃治体職員のみ】
15：30 終了  ※30分延⻑の場合は16:00終了

l 開催⽇時
第1回 6⽉22⽇（⼟） 14：30〜15：30（最⼤30分延⻑の可能性あり）

l 次第(案)

「配⾞アプリ」合同説明会
オンライン開催のお知らせ

（⼀社）全国⾃治体ライドシェア連絡協議会／令和6年6⽉1⽇発出

全⾃連加盟⾃治体の皆様から質問が多く寄せられている「配⾞アプリ」について、第1回合同説明会（オンライ
ン）を開催いたします。前半に各社プレゼン、後半に意⾒交換（実際導⼊した⾃治体のコメント等）を⾏います。
プレゼンを⾏う事業者は現在調整中です（⼤⼿アプリ、スタートアップアプリ等）。各社、得意分野がそれぞれ
異なりますので、是⾮この機会をご活⽤ください。
なお、参加⽅法等詳細は、開催1週間前の6⽉15⽇（⼟）をメドにご連絡いたします。
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まずは、登録。

「⼀般社団法⼈全国⾃治体ライドシェア連絡協議会」
⼊会登録フォーム

全⾃連代表アドレス：info@zenjiren.or.jp

mailto:info@zenjiren.or.jp

